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第１章  事業の概要 

 

１ 事業の骨子 

 

木材産業において労働災害の発生率を示す死傷年千人率（労働者 1000 人あ

たり１年間に発生する労働災害（死亡を含み休業４日以上）による死傷者数）

は、図 1-1 に示すように、令和 3 年の木材・木製品製造業では 12.5 となって

おり、全産業と比較して 4.6倍、製造業全体と比較しても 4.3倍と非常に高い

水準にある。木材産業が持続可能な産業であるためには、災害の無い安全な職

場を作っていくことが求められている。 

 

図 1-1 木材・木製品製造業における死傷年千人率の推移 

※厚生労働省「職場のあんぜんサイト」労働災害統計より作成 

 

令和 3年 2月、農林水産省により、より一層の作業安全確保に向けて「農林

水産業・食品産業の作業安全のための規範（共通規範）」1)が策定された。 

同年同月、林野庁により、木材産業分野での作業安全対策の推進に向けて取

り組むべき具体的な事項を整理した「農林水産業・食品産業の作業安全のため

の規範（個別規範：木材産業）」2)（以下、「個別規範」という。）が作成された。 

個別規範は、林野庁から各都道府県や木材関係団体に周知されるとともに、

個別規範に基づくチェックシート（以下、「安全規範チェックシート」という。）

の提出が国庫補助事業の採択要件の一つにも位置付けられている。 

木材・木製品製造業の労働災害発生率が非常に高くなっている要因の一つと

して、その多くが中小企業であることから資金面や人員面の制約などもあり、

労働安全への取組が難しいことが考えられる。 

本事業は、木材産業事業者の中から労働安全について改善の意思がある者を
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公募により選定し、設置した検討委員会の委員から意見・助言を頂きながら、

労働安全に知見を有する者により安全診断・指導を行うものである。 

さらに、安全診断・指導の実施結果については、成果報告会を開催し発表する。 

安全診断の中で改善の指導を受けた内容は、資金をあまりかけずに簡単に取

り組めるものも含まれており、この事業結果やその効果を普及することで、木

材産業業界の安全対策の底上げを図っていくものである。 

 

２ 事業の仕組 

   

（１）対象事業者の選定 

   木材産業事業者のうち製材業者を対象とし、図 1-2 に示すように、（一

社）全国木材組合連合会（以下、「全木連」という。）のホームページで候

補者を公募し、全国の候補者の中から次の 11社を選定した。 

 

 （対象事業者） 

①王子与志本製材株式会社（北海道）  

②有限会社マルヒ製材  （岩手県） 

③株式会社ウッティかわい（岩手県） 

④株式会社アプトシンコー（富山県） 

⑤瑞穂木材株式会社   （長野県） 

⑥中国木材株式会社   （広島県） 

⑦清水木材株式会社  （香川県） 

⑧株式会社マルジョウ （福岡県） 

⑨株式会社野上製材  （大分県） 

⑩外山木材株式会社  （宮崎県） 

⑪株式会社西村   （鹿児島県） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 対象事業者の募集ページ（全木連ホームページ） 
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（２）安全診断・指導の実施 

    安全診断は、安全対策及び業務改善に知見を有する者（特別委員）、地

域の製材業者の実態・実情に精通した者（地域有識者）、林野庁担当官及

び全木連事務局によるチームで行った。実施内容は、①安全診断、②要改

善点の指摘、③改善方策の提示とし、実地調査を原則とした。 

    安全診断では、診断前に安全規範チェックシート（表 1-1）を事業者に

提示し、自己診断を依頼した。 

    安全規範チェックシートは、「農林水産業・食品産業の作業安全のため

の規範」の骨子(表 1-2)に沿って具体的なチェック項目が定められている。 

その後、安全診断チームが赴き、安全規範チェックシートを基にヒアリ

ングを行った（図 1-3）。 

 

左：表 1-1 安全規範チェックシート、 

右：表 1-2「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」の骨子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産業・食品産業の作業安全のための 

規範の骨子 

 

１ 作業安全確保のために必要な対策を講じる 

（１）人的対応力の向上 

（２）作業安全のためのルールや手順の遵守 

（３）資機材、設備等の安全性の確保 

（４）作業環境の改善 

（５）事故事例やヒヤリ・ハット事例などの  

      情報の分析と活用 

２ 事故発生時に備える 

（１）労災保険への加入等、補償措置の確保 

（２）事故後の速やかな対応策、再発防止策 

   の検討と実施 

（３）事業継続のための備え 

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：木材産業） 

事業者向け チェックシート 

令和３年２月 26日 

林野庁 

事業者名（工場名） ㈱〇〇木材(△△工場) 

記入者 役職・氏名 製材太郎 

業種 

（○を付ける。複数選択可） 

製材業 / 集成材製造業 / 合単板製造業 /  

ＬＶＬ製造業 / 床材製造業 / 木材チップ製造業 /  

プレカット製造業 / 木材・竹材卸売業 /  

その他（            ） 

記入日 令和  ５年  ○月  ○日 

 

現在の取組状況をご記入下さい。 

具体的な事項 

○:実施  

×:実施していない 

△:今後、実施予定 

－:該当しない    

1 作業安全確保のために必要な対策を講じる  

1-(1) 人的対応力の向上  

1-(1)-① 
作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定

する。 
○ 

1-(1)-② 
知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選

任する。 
○ 

1-(1)-③ 

作業安全に関する研修・教育等を行う。外国人技能実習生

等を受け入れている場合は、確実に内容を理解できる方法に

より行う。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広

い収集に努める。 

○ 

1-(1)-④ 
適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就か

せる。 
○ 

1-(1)-⑤ 
職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全

意識を周知・徹底する。 
○ 

1-(1)-⑥ 安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。 ○ 

1-(2) 作業安全のためのルールや手順の順守  
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図 1-3 ヒアリングの様子 

 

（３）診断・指導を踏まえた改善策の策定等 

    上記（２）で得られた結果については、検討委員会で意見を聴取し、整

理・分析して今後の安全対策の方針を策定した。 

    検討委員会は 4回（9月上旬、9月下旬、12月、2月）開催した。その

詳細は第３章で後述する。 

 

   （検討委員） 

・ 伊神 裕司  （国研）森林研究・整備機構 森林総合研究所  

木材加工・特性研究領域 領域長 

・ 坂田 幹人  （一社）全国木造住宅機械プレカット協会 常務理事 

・ 角  秀敏  （一社）全国木材組合連合会 常務理事 

・ 服部 順昭  東京農工大学  名誉教授 （座長） 

・ 村田 光司  （公社）日本木材加工技術協会  専務理事 

   （特別委員） 

・ 飯田 隆一   職業能力開発総合大学校 助教 

(敬称略) 

  

（４）成果報告会の開催 

    事業の実施状況と成果について、図 1-4 に示すように、木材産業事業

者を対象としたオンライン事業報告会を開催し、結果を共有した。 

    開催当日は、木材産業の労働災害防止に関心を持つ木材産業事業者及

び事業者団体、地方公共団体等から 80名余りが参加した。 

オンライン事業報告会では、事務局から事業概要を説明し、飯田特別委

員から安全診断・指導の結果等の説明を行なった。その後、対象事業者 4

社から安全診断・指導を受けての感想と今後の取組等についての報告、参

加者による質疑応答の後、服部検討委員会座長による講評を頂いた。 
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   【日時】 2023年（令和 5年）2月 17日（金）13時 00分～15時 30分 

   【場所】 AP虎ノ門 11F ルーム D（東京都港区西新橋） 

＊一般参加者はオンライン参加 

  【参加者】 

（林野庁） 

・ 齋藤 健一  林野庁林政部木材産業課 課長 

・ 伊豫田 望  林野庁林政部木材産業課 課長補佐 

（検討委員）・（特別委員） 

・ 略 

（対象事業者） 

・ 矢部 想   王子与志本製材㈱ 生産管理部（オンライン） 

・ 宮崎 正毅  瑞穂木材㈱ 代表取締役 

・ 中村 隆泰  中国木材㈱ 安全衛生管理室兼 

管理部 QC事務局課長（オンライン） 

・ 西村 新作  ㈱西村 代表取締役 

   （敬称略） 

【プログラム】 

1. 開会挨拶  

2. 事業概要説明  

3. 安全診断・指導報告  

4. 事業者報告（木材産業事業者 4社） 

5. 質疑応答 

6. 講評  

 

 
図 1-4 オンライン事業報告会の様子 

 

 （５）事業報告書の作成 

    上記（１）～（４）の結果を取りまとめて、事業報告書を作成した。 
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 （６）事業の全体スケジュール 

    当事業は表 1-3 に示すスケジュールで行った。 

 

表 1-3 事業全体のスケジュール 

 
 

 

（参考・引用） 

１）農林水産省：農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（共通規範）、
令和 3年 2月 

(https://www.maff.go.jp/j/kanbo/sagyou_anzen/kihan/kyoutsuu_kihan.pdf) 

令和 5年 2月 28日確認 

 

２）林野庁：農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：木材産
業）事業者向け、令和 3年 2月 

(https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/attach/pdf/anzenkihan-2.pdf)  

令和 5年 2月 28日確認 

 

 

 

 

 

８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

対象事業者の公募・選定

検討委員会

安全診断・指導

　○現地ヒアリング

　○改善方策(案)の提示、

　　及び検討・実施

　○意見交換・現地確認

事業報告会

報告書の作成

令和４年（2022年） 令和５年（2023年）
作業内容
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第２章  安全診断・指導・調査分析の結果 

 

１ 安全診断・指導・調査分析の実施方法 

 （１） 調査対象 

 木材産業の安全診断を実施するにあたり、診断方法や項目等が確立されてい

ないことから、本事業においては、木材・木製品製造業における製材業に分類さ

れる事業場に対象を絞った。調査対象となる事業場は、全国から公募することと

し、事業場の規模や地域等を踏まえて選定した。表 2-1 に本事業における安全

診断・指導の調査対象とした 11事業場の概要を示す。なお、本調査においては、

調査対象事業場を素材消費量に応じて三段階に分類することとした。分類の基

準は、素材消費量が 10 万 m3/年以上の事業場を「大規模」、1 万～10 万 m3/年の

事業場を「中規模」、1万 m3/年以下の事業場を「小規模」とした。なお、事業規

模による特徴を把握するために複数工場を有する企業においては、全工場での

総計素材消費量を分類時の数値とすることとした。その結果、調査対象となる事

業場は、大規模に分類される事業場が 3事業場、中規模が 6事業場、小規模が 2

事業場であった。 

表 2-1 本調査で対象とした事業場の概要 

事業場 素材消費量 (m3/年） 
主な木材加工用機械保有数 (台) 

(上段が帯のこ盤、下段が丸のこ盤) 
事業場規模※ 

A 工場 約 29,000 
5 

3 
中規模 

B 工場 
約 60,000 

(全工場計 約 280,000) 

8 

5 
大規模 

C 工場 約 23,000 
6 

4 
中規模 

D 工場 約 27,000 
4 

2 
中規模 

E 工場 約 33,000 
3 

1 
中規模 

F 工場 
約 23,000 

(全工場計 約 107,000) 

4 

5 
大規模 

G 工場 
約 1,000 

(全工場計 約 24,000) 

4 

2 
中規模 

H 工場 約 400,000 
8 

5 
大規模 

I 工場 約 5,000 
3 

4 
小規模 

J 工場 約 2,000 
2 

0 
小規模 

K 工場 約 30,000 
3 

1 
中規模 

※素材消費量（複数工場を有する場合は、全工場の総計）により分類 
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 （２）安全診断および指導の実施方法 

安全診断は、個別規範に示されている 25項目に対する取り組み状況を評価す

ることにより実施した。個別規範に対する取り組み状況に関しては、対象となる

事業場に赴き聞き取り調査により実施した。個別規範に示されている項目およ

び各項目に対する聞き取り調査時の具体的な質問内容を表 2-2～2-7 に示す。個

別規範に示されている項目に対する取り組み状況の評価は、「既に実施している」

「今後、実施する予定である」「実施していない（する予定はない）」「当該項目

に該当する事業場ではない」の 4択により行った。 

個別規範に基づく聞き取り調査に加え、事業場内（製材工場内）を見回り危険

箇所や危険作業の把握を行った。調査の方法は、製材工場内を安全作業に対して

知見を有する者が複数名で見回り、危険箇所や危険作業等を記録した。また、危

険箇所のみならず、製材工場内において作業安全の向上に向けて取り組んでい

る状況についても記録した。 

 安全作業に向けた指導は、製材工場内の見回り後に、「個別規範」への取り組

みや製材工場内の危険箇所に対する改善方策を、当該事業場の管理等を行う者

に対して直接伝える方法に加えて、聞き取り調査および製材工場内の見回りに

よる危険箇所や危険作業の状況についてまとめた「安全診断報告書」を作成し、

各事業場へ送付することで実施した。安全診断報告書には、「個別規範」に対す

る取り組み状況の評価結果および改善方策、事業場内の危険箇所や不安全行動

に関わる指摘および改善方策を提示した。改善方策の提示に際しては、比較的容

易に改善行動が行える内容となるよう配慮した。 

 なお、安全診断および指導を行った期間は、令和 4年 10月～12月である。 

 

  



- 9 - 

 

表 2-2 人的対応力向上に関わる聞き取り項目 
項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

1-(1)-① 
作業事故防止に向けた方針を表
明し、具体的な目標を設定する。 

・作業事故防止に向けた方針の表明や目標の
設定がなされ、従事者全員に周知されている
か。 
・具体的な周知方法はどのようなものか。 

1-(1)-② 
知識、経験等を踏まえて、安全対
策の責任者や担当者を選任する。 

・常時就労する労働者が 10人以上の事業場に
あっては、安全衛生推進者等が選任されてい
るか。 
・木材加工用機械作業、乾燥整備作業等の作
業主任者の選任が必要な作業を行う場合、適
切な者が選任されているか。 

1-(1)-③ 

作業安全に関する研修・教育等を
行う。外国人技能実習生等を受け
入れている場合は、確実に内容を
理解できる方法により行う。ま
た、作業安全に関する最新の知見
や情報の幅広い収集に努める。 

・労働者の雇入れ時、危険又は有害な業務に
従事させる際の特別教育等を実施している
か。 
・外国人労働者に対して、厚労省通知に基づ
いて安全衛生教育や研修を実施しているか。 
・作業安全に関する研修や教育は、どの程度
の頻度で行っているか。 

1-(1)-④ 
適切な技能や免許等が必要な業
務には、有資格者を就かせる。 

・技能講習が必要な業務に有資格者を就かせ
ているか。 
・作業主任者等の人数（木材加工用機械、は
い作業、フォークリフト）は十分に配置され
ているか。 

1-(1)-⑤ 
職場での朝礼や定期的な集会等
により、作業の計画や安全意識を
周知・徹底する。 

・作業事故防止のための取組を、どのタイミ
ングで、どのような内容で実施しているか、
又はしようとしているか。 
・朝礼での作業安全に関する取扱いや TBM の
実施状況 

1-(1)-⑥ 
安全対策の推進に向け、従事者の
提案を促す。 

・業種、事業規模に応じて、安全委員会、衛生
委員会が開催されているか。 
・どのような手段で、従事者からの安全対策
に関する提案等を聞き取っているか。 
・従業員の提案を生かした具体的実例がある
か。 
・改善提案のシステムがあるか。 
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表 2-3 作業安全のためのルールや手順の順守に関わる聞き取り項目 
項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

1-(2)-① 関係法令等を遵守する。 

・労働基準監督署等から指導等を受けていな
いか、又は指導等を受けたものの改善や再発
防止措置等がとられているか。 
・安衛法関連を遵守するための具体的な取組
を行っているか。 

1-(2)-② 

木材加工用機械等、資機材等の使
用に当たっては、取扱説明書の確
認等を通じて適切な使用方法を
周知・徹底する。 

・機械を初めて使用する際や更新した際等
は、法令・ガイドライン、取扱説明書等を確
認するなどして、当該機械の危険性や操作方
法等について十分理解させた上で、従事させ
ているか。 
・絵などを使った初心者でもわかりやすい取
扱説明が機械の近くに掲示されているか。 
・トラブル発生時の対応手順は決めているか
（例：搬送装置に製品が引っ掛かった場合） 

1-(2)-③ 
作業に応じ、安全に配慮した服装
や保護具等を着用させる。 

・作業内容や機械の種類等により、安全に配
慮した服装や保護具等を着用させているか。 
・工場内で着帽ルールを作っているか（外来
者や事務員も含む。） 

1-(2)-④ 
日常的な確認や健康診断、ストレ
スチェック等により、健康状態の
管理を行う。 

・定期健診、有害業務従事者の特殊健診等を
実施しているか。 
・常時使用する労働者が 50人以上の事業場に
あっては、産業医を選任しているか。 

1-(2)-⑤ 
作業中に必要な休憩を設ける。ま
た、暑熱環境下では水分や塩分摂
取を推奨する。 

・作業内容、時間、環境等に応じて必要な休
憩をとっているか。 
・熱中症の対策を行っているか。 

1-(2)-⑥ 
作業安全対策に知見のある第三
者等によるチェック及び指導を
受ける。 

・作業安全対策に知見がある安全管理士等第
三者のチェックを受けているか。 

 

表 2-4 資機材、設備等の安全性の確保に関わる聞き取り項目 
項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

1-(3)-① 
燃料や薬品など危険性・有害性の
ある資材は、適切に保管し、安全
に取扱う。 

・危険性や有害性のある資材を、適切に保管
し、安全に取り扱っているか。 
・燃料等の保管はどのような状況か（鍵付き
保管、使用量・残量の記録、管理者の許可） 

1-(3)-② 
機械や刃物等の日常点検・整備・
保管を適切に行う。 

・一定の機械や道具等の始業前点検、定期点
検、安全装置等の点検等が適切に実施されて
いるか。 
・機械整備や掃除の時に機械を停止すること
が徹底されているか。 

1-(3)-③ 

資機材、設備等を導入・更新する
際には、無人化機械等を含め、可
能な限り安全に配慮したものを
選択する。 

・資機材、設備等を購入・更新するにあたり、
可能な限り、安全に配慮されたものを選択す
るよう努めているか、又は既に導入している
か。 
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表 2-5 作業環境の改善に関わる聞き取り項目 

項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

1-(4)-① 

職場や個人の状況に応じ、適切
な作業分担を行う。また、日々
の健康状態に応じて適切に分
担を変更する。 

・健康診断による医師の意見等考慮して、作業
の転換、労働時間の短縮等を行っているか。 
・労働者の健康に配慮して、作業を適切に管理
するよう努めているか。 

1-(4)-② 
高齢者を雇用する場合は、高齢
に配慮した作業環境の整備、作
業管理を行う。 

・高齢者を雇用する場合、安全に働けるよう作
業場の照度、階段手摺りの設置、通路の段差の
解消等を行っているか。 

1-(4)-③ 

安全な作業手順、作業動作、機
械・器具の使用方法等を明文化
又は可視化し、全ての従事者が
見ることができるようにする。 

・安全な作業手順や使用方法等を徹底するた
め、マニュアル化して備付け、従事者間で閲覧
しあったり、又は掲示等を行っているか。 
・機械の近くにいつでも見られるようにわかり
やすく掲示されているか。 

1-(4)-④ 
現場の危険箇所を予め特定し、
改善・整備や注意喚起を行う。 

・危険区域、転倒しやすい段差、無理な姿勢を
強いる作業台、作業事故の原因とあるものにつ
いて、リスクの程度を勘案して、優先順位を付
けた上での整備・改善等を行っているか。 
・危険箇所には、ステッカー等による危険表示
を行っているか。 
・リスクアセスメントは実施しているか。 

1-(4)-⑤ 
４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）
活動を行う。 

・作業前の準備、作業後の片付けなど、日常業
務の一環として「4S 活動」を行っているか。 
・乾燥機があれば清掃の頻度はどのぐらいか。 

 

表 2-6 事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と 

活用に関わる聞き取り項目 

項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

1-(5)-① 

行政等への報告義務のない軽
微な負傷を含む事故事例やヒ
ヤリ・ハット事例を積極的に収
集・分析・共有し、再発防止策
を講じるとともに危険予知能
力を高める。 

・事故事例やヒヤリ・ハット事例を収集して危
険要因を分析するなど、再発防止策を講じてい
るか。 
・ヒヤリ・ハット報告の共有はどのように行っ
ているか。 

1-(5)-② 
実施した作業安全対策の内容
を記録する。 

・設備点検、参加した研修、作業現場の改善な
ど、実施した安全対策を記録し、後日確認・参
照できるようにしているか。 

 

表 2-7 事故発生時に対する備えに関わる聞き取り項目 
項目番号 具体的な事項 2) 質問例 

2-(1)-① 
経営者や家族従事者を含めて、
労災保険やその他の補償措置
を講じる。 

・労働者について、労災保険に加入しているか。 
・民間の労災保険（定額補償と法定外補償）や
傷害保険を活用しているか。 

2-(2)-① 

事故が発生した場合の対応（救
護・搬送、連絡、その後の調査、
労基署への届出、再発防止策の
策定等）の手順を明文化する。 

・事故が発生した場合の対応を緊急連絡体制図
にまとめ、全従事者に周知しているか。 
・労災等により労働者が死亡又は休業した場合
は、労働者死傷病報告等を労基署長に提出して
いるか。 

2-(3)-① 

事故により従事者が作業に従
事ができなくなった場合等に
事業が継続できるよう、あらか
じめ方策を検討する。 

・事業に必要となる人員等を把握し、状況に応
じた生産規模の検討や、機械作業手順マニュア
ルの制定・周知、他の従事者が代替できる体制
づくりを検討しているか。 
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２ 製材工場における安全診断・指導の実施結果 

 （１）個別規範に対する取り組み状況 

 図 2-1 に人的対応力向上に関わる取り組み状況の診断結果を示す。聞き取り

調査の結果、質問項目 1-(1)-①「作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的

な目標を設定する。」および質問項目 1-(1)-②「知識、経験等を踏まえて、安全

対策の責任者や担当者を選任する。」に対する実施状況が悪い現状であった。聞

き取り調査時に得られた回答においては、「以前は目標を立てていたものの、形

骸化してしまっている。」といった回答が得られた。その他に、目標を立ててそ

れを周知しているものの、長い期間更新されていない状況も認められた。また、

法令によって定められている安全対策の責任者等を選任することに関しては、

事業場内で誰が選任されているか不明確になっている状況が認められた。一部

の事業場においては、責任者等を選任することを認識していない状況も認めら

れた。人的対応力向上に関わる事業規模別の実施率に関しては、大規模工場にお

いては 100％の実施率であったが、中・小規模の事業場において実施していない

場合があり、特に目標を設定することに関しては、今回調査した小規模事業場に

何れにおいても実施されていなかった。以上の結果から、人的対応力向上に関わ

る取り組み状況に関しては、安全作業に関わる目標の設定および安全対策に関

わる体制構築の面において実施状況に課題があることがわかった。 

図 2-2 に作業安全のためのルールや手順の順守に関わる取り組み状況の診断

結果を示す。作業安全に関わる実際の取り組みに関しては、質問項目 1-(2)-②

および 1-(2)-⑥に対する実施状況が悪い現状であった。1-(2)-②「木材加工用

機械等、資機材等の使用に当たっては、取扱説明書の確認等を通じて適切な使用

方法を周知・徹底する。」に関しては、新規入職者等に対して、OJT や口頭によ

って作業内容や機械設備等の使用方法を伝えることは行われているものの、 

図 2-1 人的対応力向上に関わる取り組み状況 
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取り扱い説明書や手順書を用いた説明に関しては十分に行われておらず、また、

取り扱い説明書や手順書等がすぐに確認できるような状態になっていない状況

であった。また、1-(2)-⑥「作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック

及び指導を受ける。」の項目に対しては、今回調査対象とした事業場の半数以上

で実施されていない状況であった。第三者による安全診断等に対しては、ヒアリ

ングの回答においても「機会があれば是非受けたい」との意見があり、事業場は

積極的に取り組みたい姿勢が見受けられた。しかしながら、第三者機関が十分に

設置されていない場合やどこの機関等が実施しているのかがわからないなどの

状況により実施率が低くなっている現状であることがわかった。本項目に関し

ては、大規模事業場においても実施されていない場合があることから、今後に向

けて改善すべき内容であると考えられる。なお、当該項目に対しては、今回実施

した安全診断が該当することとなるため、本事業で対象としたすべての事業場

で実施されたこととなる。作業安全のためのルールや手順の順守に関わる取り

組み状況に関しても、大規模事業場においては、概ね 100％の実施されている一

方、中規模以下の事業場において実施率が低い状況であった。 

図 2-3 は資機材等の安全性の確保に関わる診断結果を示す。資機材等の取り

扱いや安全性の確保に関わる取り組み状況は実施率が高い結果であった。 

図 2-3 資機材、設備等の安全性の確保に関わる取り組み状況 

図 2-2 作業安全のためのルールや手順の順守に関わる取り組み状況 
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1-(3)-③「資機材、設備等を導入・更新する際には、無人化機械等を含め、可能

な限り安全に配慮したものを選択する。」の項目において、「機械の更新を含む設

備投資に対しては積極的に取り組んでいきたい」との回答があり、安全性と生産

性を向上するために補助金等の活用を含む、設備投資に対しては積極性が認め

られた。また、加工機械のみでなく、重量物を持ち上げる際の省力化のためにエ

アーバキュームリフトを導入している事業場も認められた。 

図2-4は作業環境の改善に関わる取り組み状況の診断結果を示す。特に1-(4)-

③「安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又は可視化し、

全ての従事者が見ることができるようにする。」に対する取り組み状況が悪い結

果であった。当該質問項目においては、作業手順書の作成状況や設置状況につい

て聞き取りを行った。すなわち、製材工場においては、作業手順書を作成してそ

れらが常に確認できる状況が作られていない場合が多いことがわかる。作業手

順書を用いずに口頭での手順説明や OJT による直接的な作業内容、作業方法の

伝達が行われている現状にあると考えられる。しかし、これらの方法による作業

内容の伝達は、作業内容や機械の操作方法等を熟知している熟練従事者がその

場にいる場合にのみ機能する方法である。そのため、熟練従事者が不在の場合や

トラブル発生時の対応などにおいて、正しい対応方法が不明確なまま作業を行

い、災害へと繋がる可能性も考えられる。持続的な作業内容の伝達や安全作業の

向上に向けては、作業手順書の作成は必要不可欠であり、製材工場における作業

安全向上に向けて必ず取り組まなければならないと考えられる。本質問項目に

関しても、ここまで述べてきた結果と同様、中規模以下の事業場において実施率

が低い状況であった。 

図 2-5 に事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用に関わる取

り組み状況の診断結果を示す。特にヒヤリ・ハット事例を記録することに関して

は、多くの事業場で実施されていない状況であった。聞き取り調査時の意見の 

 

図 2-4 作業環境の改善に関わる取り組み状況 
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中には、「以前はヒヤリ・ハット報告を書面で実施していたものの、誰も書かな

くなったためやめてしまった。」などの意見があった。また、口頭により軽微な

怪我等については報告を受けているという事業場も多いことが分かった。ヒヤ

リ・ハット事例の報告収集を適切に行うことに関しては、大規模事業場のみで行

われており、中規模以下の事業場においては実施されていない状況であった。ま

た、作業安全に関わる対策を行っているにもかかわらず、それらを記録として残

していない場合も多くの事業場で認められた。以上の結果から、中規模以下の事

業場においては、重大災害に繋がる軽微な怪我やヒヤリ・ハットに関わる報告を

口頭のみで受けており、記録として残すことに課題があった。また、記録として

残すことに関しては、機器等の修繕も含む安全対策の実施状況に関しても同様

に記録として残すことに課題あることがわかった。 

図 2-6 は事故発生時に対する備えに関わる取り組み状況の診断結果を示す。

特に質問項目 2-(2)-①の取り組み状況が悪いことが分かった。当該質問項目に

おいては、事故が発生した際における連絡方法のフローや対応方法を明文化し

ているかに関して質問している。実施されていない事業場においては、一部の従

事者のみが緊急時の対応フローを把握している場合が多く、災害現場に居合わ

せる可能性が高い作業に従事する者の間で周知できていない場合が散見された。

災害が発生した場合に迅速に対応することは極めて重要である。この調査結果

より、製材工場においては、災害発生時の対応フローを明確にし、事業場内のど

こにいても容易に対応方法を確認できる体制を整えることを早急に行う必要性

図 2-6 事故発生時に対する備えに関わる取り組み状況 

図 2-5 事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用に関わる 

取り組み状況 
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があることがわかった。 

 以上の個別規範に対する取り組み状況に関して、事業場規模別の実施率をま

とめた結果を図 2-7 に示す。大規模事業場においては、概ね 100％に近い実施率

であった。一方、中規模および小規模事業場においては、実施率が 70％～80％

程度であり、大きな差は認められない。 

 以上の結果を総括すると、製材業における安全作業に対する取り組み状況

に関しては、素材消費量が大きい大規模事業場においては、調査時点において概

ね良好な状況であったものの、中規模以下の事業場においては、改善の余地が十

分にある状況であった。大規模事業場と中・小規模事業場との取り組み状況の差

が顕著である取り組み内容は、以下の 2つを挙げることができる。 

１．「作業手順書等を用いた安全な作業方法の周知・徹底」に関する取り組み 

２．「軽微な災害やヒヤリ・ハットに関する情報の収集・記録」に関する取り

組み 

 これらの取り組みに関して、大規模事業場においては、人的リソースが十分に

あることに加えて、作業従事者が多く人員配置の異動も行われることから、マン

ツーマンでの現場での指導のみではなく、作業手順書を整備して適切に作業内

容を伝達することが行われていると考えられる。また、ヒヤリ・ハットなどの事

例も多いことから各種報告が書面により行われるために、軽微な災害やヒヤリ・

ハットに関わる情報収集および記録が行われていると考えられる。加えて、大規

模事業場においては、安全対策に関わる部署が設置され、そこに人員が配置され

ていることも、各種報告および記録が十分に行われていることに繋がっている

と考えられる。その一方、中規模以下の事業場においては、作業従事者の人数も

限られており、また、管理者（社長や工場長等）と接する時間が多くなることか

ら、軽微な怪我等に関わる報告が口頭による伝達が主であることや従事者全体

に軽微な災害であっても報告する意識づけができていないことに起因して、手

順書や報告書等の書面での記録が不十分になっていることが考えられる。 

 事業所の規模に関わらず、第三者による安全診断等に関しては、実施状況が悪

い状況であった。この調査の結果から、工場内の安全診断を簡易にできるフォー

図 2-7 個別規範の項目に対する事業場規模別の実施率 
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マット等を作成し、各地域における組合等を活用した安全パトロールが実施で

きる体制を構築することで、より作業安全の向上につなげることができると考

えられる。 

 

（２）工場内における危険箇所・危険作業の状況 

 図 2-8～2-12 に製材工場内の見回り時に認められた危険箇所・危険作業を示

す。多くの製材工場で認められた事例として、図 2-8 に示すように、4S 活動の

不徹底に伴う危険な状況が認められた。おが屑が堆積している状況に関しては

多くの工場内で認められたものの、図中に示すように階段下や機械間の通路上

などの転倒した際に重大災害が生じる可能性が高い場所に関しては危険性がよ

り高いと判断された。また、資材の整理状況が不十分なため、通路を狭くしてい

たり、見通しが悪くなり交通事故等を含む災害へと繋がる可能性が高くなって

いる状況が認められた。個別規範への取り組みに対する聞き取り調査において、

4S 活動に対しては、いずれの事業場も取り組んでいるとの回答であった。しか

しながら、実際の工場内を視察した場合には、徹底されていない場所が散見され

た。製材工場の特性上、工場内全体を常にきれいな状態にしておくことは困難で

あるが、資機材の配置状況に気を配ることにより整理・整頓を行うことや特に人

が通る通路上はおが屑が堆積しないようにするなど、要所を押さえた無理のな

い 4S活動の継続を行うことが重要になると考えられる。 

図 2-9 に示すように、作業者の服装および作業中の行動に関わる危険状態も 

実例写真 危険な状況 

  

お が 屑 が 堆 積

し、転倒災害が

起こる可能性が

高くなっている

状況。 

  

資材の整理が不

十分な状態にあ

り、通路の妨げ、

見通しの悪化を

引き起こしてい

る状況。 

図 2-8 4S活動の不徹底による危険な状況例 
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認められた。服装に関しては、機械への巻き込まれの恐れが高まるフード付きの

防寒着等を着用している作業者や着用すべき服装は適切であるが、頭髪がまと

められていないため巻き決まれの恐れがあるなど、服装に関する認知不足が認

められた。また、服装や作業に関するルールを定めているものの、保護帽の未着

用や狭い空間で材料の切断作業を行うなどのルールが遵守されていない状態も

認められた。また、保護帽ではなく作業帽による作業を認めている事業場もあっ

た。作業帽の着用に関しては、巻き込まれ防止には効果があるものの、落下物か

らの保護や転倒・転落の際には頭部が保護されない。法令等により定められてい

ないものの、作業足場等からの転落などを考慮した場合には、作業帽の着用のみ

では不安全な状態であり保護帽の着用が推奨される。 

図 2-10 に示すように、工場内に設置された作業用足場に関して、高所である

にも関わらず十分な転落防止措置が取られていない危険状態もいくつかの工場

で認められた。具体的には、手摺りのない階段や転落防止用の柵等が設置されて

いない作業足場、不必要な開口部がある場合や足場板が反っているなどして不

安定な状態などが認められた。 

 図 2-11 に示すように、機械設備に関して不安全な状態についてもいくつかの

事業場で認められた。壊れた状態のまま放置されている場合や応急処置が行わ

れたままで継続的に使用されている場合が認められた。また、木材加工用機械に 

実例写真 危険な状況 

   

フード付き作業

服の着用や頭髪

が適切にまとめ

られていないた

め、巻き込まれ

の恐れがある状

況。 

   

保護帽の未着用

や狭い空間での

無理な姿勢の作

業などルールを

順守していない

状況。 

図 2-9 作業者の服装やルール順守に関わる危険な状況例 
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実例写真 危険な状況 

   

機械設備が壊れ

た状態や応急処

置のまま継続使

用 し て い る 状

況。 

   

安全装置やカバ

ー等が破損・未

設置となってい

る状況。 

図 2-11 機械設備の不安全状態に関わる危険な状況例 

実例写真 危険な状況 

  

高所に上るため

の階段に手すり

がないため、転

落・転倒災害の

恐 れ が あ る 状

況。 

  

柵や開口部があ

ることから、踏

み外しによる転

落災害の恐れが

ある状況。 

図 2-10 高所等からの転倒・転落の恐れがある危険な状況例 
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法令によって設置が定められている安全装置に関して破損している場合や巻き

込まれ防止用のカバーが設置されておらず、駆動部がむき出しとなっている機

械も認められた。 

 図 2-12 に示すように、危険個所等に対する注意喚起が行われているものの、

当該注意喚起が適切な状態にない場合も認められた。具体的には、屋外に貼付さ

れた注意喚起に関しては、経年劣化により文字等の識別ができなくなっている

場合が認められた。また、注意喚起が高い位置に貼付されており視野に入りにく

い場合や、ロープのみを設置しており、何を意図しているのかが即座に把握でき

ない注意喚起が行われている場合もあった。リスクの存在を明確化することは

重要な安全対策の取り組みではあるものの、管理が不十分な状態であると機能

しないため定期的に注意喚起の内容を更新することが必要不可欠である。 

 加えて図 2-13 に示すように、消火栓や消火器が速やかに使用できないような

状態になっている場合も認められた。これらの状況に関しては、4S 活動の徹底

不足と類似するものの、火災発生時に重要となる初期消火の妨げになるため、速

やかな是正が必要となる。 

 以上の結果から、製材工場内における危険箇所や危険状態について、工場内の

実例写真 危険な状況 

   

注意喚起の内容

が不鮮明なため

即座に読み取る

ことができない

状況。 

  

注意喚起の内容

が不明確（写真

左）や注意喚起

の位置が高く視

野に入りにくい

状況。 

図 2-12 不適切な注意喚起に関わる危険な状況例 
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見回りによる診断を行った結果、4S 活動の不徹底による危険、作業者の服装や

ルールの不徹底による危険、高所等からの転落・転倒に関わる危険、機械設備の

不安全に関わる危険および不適切な注意喚起に関わる危険が認められた。 

 

（３）安全診断を踏まえた改善提案内容 

 個別規範への取り組み状況の聞き取り調査および工場内の表 2-8 および 2-9

に安全診断結果を踏まえた改善提案の内容例を示す。改善提案は、個別規範に対

する取り組み方法や工場内の危険箇所に対する改善方策を文書により提案する

ことで行った。表 2-8は個別規範への取り組みに対する改善提案の内容を示す。

個別規範の項目において今後実施予定と診断された項目に対して、具体的な実

施方法を提示するようにとの指導を行った。 

 

表 2-8 個別規範の項目に対する改善方策の提案例 
指摘事項 改善方策 

作業事故防止に向けた方針を
表明し、具体的な目標を設定
する。 

作業事故防止に向けて、会社全体としての大きな目標を定める
とともに、一定期間ごとにより詳細な重点目標を定めて、従事
者と共有することが必要です。詳細な目標の設定に際しては、
近年に発生した他社等での労働災害の実例や社内でのヒヤリ・
ハット報告等を参考にして定めることを検討してください。 

木材加工用機械等、資機材等
の使用に当たっては、取扱説
明書の確認等を通じて適切な
使用方法を周知・徹底する。 

機器の取り扱い方法に関して、従事者が常に確認できる状態を
維持することが必要です。取扱説明書のコピーを作業場に設置
し、機械の始動、運転、停止方法およびメンテナンス方法等に
関して、誰でも確認できる状態を維持することを心がけてくだ
さい。また、実際の作業に即したマニュアル（いわゆる手順
書）の作成も必要となります。 

行政等への報告義務のない軽
微な負傷を含む事故事例やヒ
ヤリ・ハット事例を積極的に
収集・分析・共有し、再発防
止策を講じるとともに危険予
知能力を高める。 

ヒヤリ・ハット報告の収集が常に行えていない現状であること
から、ヒヤリ・ハット報告書を作成し、常に報告できる環境を
作る必要があります。また、報告があった内容は、安全対策へ
の重要な情報として適切に保管・管理を行ってください。また、
ヒヤリ・ハット報告が多い事象・場所等に対しては、速やかに
対策を施すことが必要となります。 

事故が発生した場合の対応
（救護・搬送、連絡、その後
の調査、労基署への届出、再
発防止策の策定等）の手順を
明文化する。 

緊急時には確実に対応できるように連絡先や連絡フローを明確
にすることが必要です。緊急連絡網を作製するとともに応急処
置の方法等も含めた、緊急対応フロー図を作成することを検討
してください。 

実例写真 危険な状況 

     

消火栓や消火器

付近を資材等に

よって塞がれて

いる状態。 

図 2-13 火災発生時の対処に関わる危険な状況例 
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 表 2-9 は工場内の見回り調査により認められた危険箇所等に対しての改善提

案例を示す。個別規範への取り組みと同様に、具体的な実施方法を提示するよう

にとの指導を行った。なお、改善方法の提示にあたっては、無理のない範囲で対

応できるように配慮した。 

 

表 2-9 工場内の見回り調査により認められた危険箇所に対する改善提案 
指摘事項 参考写真 改善方策 

注意喚起の掲示
が、日焼けにより
消えかけている。 

 

注意喚起に関わる掲示は、常にその状態を確
認し、視認性が高い状態を維持することが必
要です。更新してください。 

作業床の一部に開
口部がある。 

 

落下防止のために柵を設ける、もしくは、開
口部があることを注意喚起する措置が必要で
す。 

作業従事者に巻き
込まれの恐れがあ
る服装着用者が認
められた。 

 

禁止する服装（フード付き作業服、マフラーの
着用、裾や袖が閉じない服装等）を規定し、周
知することが必要です。また、作業時の服装を
従事者同士で相互確認することも有効です。 

 

３ 製材工場における安全対策の取り組み事例 

 （１）個別規範に対する積極的な取り組み事例 

 個別規範に対する取り組み状況に関して、事業場内で積極的に取り組んでい

る事例を表 2-10 に示す。個別規範に対する聞き取り調査時において、いくつか

の事業場独自の取り組み内容等が認められた。具体的な事例としては、外国人技

能実習生に対する入職者教育時において、母国語による対応ができるように、外

国人を正規雇用している場合が認められた。また、保護帽の着用義務に関しては、

自社の従業員のみでなく、事業所内で作業を行う運送会社等の作業者に対して

も求めることで、転落・転倒災害を防ぐための取り組みを行っている場合があっ

た。熱中症対策に対しては、塩分や水分の提供、空調服の貸与などに加えて、事

業場内に WBGT※注計を設置して、注意喚起を行っている事業場が認められた。4S

活動に関しては、一般的な「整理・整頓・清掃・清潔」に加えて、「しつけ・ス
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タディ・整備点検」を加えた 7S を推進して、作業安全に努めている事業場も 

確認できた。奨励制度を設けることにより作業環境の清掃・清潔を維持する動機

付けを行っている事業場もあった。災害等の情報収集に関しては、複数の工場を

持つ大規模事業場においては、ヒヤリ・ハット事例の収集システムが構築されて

おり、同社内の別事業場で起きた事例を確認できるとともに、安全対策を全社で

速やかに行うことができる体制が整えられていた。万が一災害が発生した場合

の対策として、緊急連絡カードが作成され、搬送先病院等において即座に対応で

きるようにするための体制が整えられている取り組みも認められた。 

 

表 2-10 個別規範に対する積極的な取り組み事例 
項目番号 具体的な事項 2) 事業場における積極的な取り組み例 

1-(1)-③ 

作業安全に関する研修・教育等を
行う。外国人技能実習生等を受け
入れている場合は、確実に内容を
理解できる方法により行う。また、
作業安全に関する最新の知見や情
報の幅広い収集に努める。 

新規従事者の受け入れ時において、１日以
上の時間を取り、安全衛生教育を実施して
いる。また、外国人技能実習生等に対して
は、母国語で研修を行う体制が構築されて
いる。（外国人を正規雇用して、技能実習生
をサポートしている。） 

1-(2)-③ 
作業に応じ、安全に配慮した服装
や保護具等を着用させる。 

自社の従事者だけでなく、運送業者等の事
業場内で作業を行う者すべてに対して、ヘ
ルメットの着用を求めている。 

1-(2)-⑤ 
作業中に必要な休憩を設ける。ま
た、暑熱環境下では水分や塩分摂
取を推奨する。 

塩分アメの推奨や WBGT 計※の設置により熱
中症対策を行っている。 
※気温・湿度・輻射熱から算出される指数で
あり、熱中症が発生する危険度がわかる。 

1-(2)-⑤ 
作業中に必要な休憩を設ける。ま
た、暑熱環境下では水分や塩分摂
取を推奨する。 

空調服を貸与している。 

1-(4)-⑤ 
4S（整理・整頓・清潔・清掃）活動
を行う。 

事業所独自の規定（7S）を作成し、安全対策
を推進している。 

1-(4)-⑤ 
4S（整理・整頓・清潔・清掃）活動
を行う。 

5S として従事者全体に周知するとともに、
賞を設けることによって、作業環境を清潔
な状態を維持するための意識向上を図って
いる。 

1-(5)-① 

行政等への報告義務のない軽微な
負傷を含む事故事例やヒヤリ・ハ
ット事例を積極的に収集・分析・共
有し、再発防止策を講じるととも
に危険予知能力を高める。 

複数の工場で発生したヒヤリ・ハットのす
べてを社内全体で共有するシステムが構築
されている。 

2-(2)-① 

事故が発生した場合の対応（救護・
搬送、連絡、その後の調査、労基署
への届出、再発防止策の策定等）の
手順を明文化する。 

緊急連絡カードを各個人で作成し、万が一
の場合に備えて迅速な対応が取れる状況を
整えている 
（カードへの記載内容：緊急連絡先、血液
型、係りつけ病院、常用薬、アレルギー等の
情報） 
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 （２）工場内における安全対策事例 

 図 2-14 は、工場内の見回り時に認められた安全対策事例を示す。各事業場に

おいて積極的な安全対策が行われており、例えば、多言語による注意喚起を行う

ことでリスクの存在を知らせる安全対策は、多くの事業場で取り組まれていた。

また、転倒・転落災害を防止するために、スロープや階段ステップにゴムシート

を敷設することによる滑り止め処置や、わずかな段差等であっても手すりや柵

を設けて転倒・転落による災害の防止を目指している組みが行われていた。4S活

動に関わる取り組みとしては、資材置き場を白線等で明示して明確な区画整理

を行うことが行われている事業場や工場内の歩行者用通路を定めて、フォーク

リフト等の車両との交通事故を防ぐための取り組みを行っている事業場も認め

られた。また、作業従事者の負担軽減のための取り組みについても確認すること

ができた。具体的には、作業内用に応じて、着座による作業を認め負担軽減を図

っている場合や重量物の運搬に際しては、バキュームリフトを用いて運搬を行

わせる取り組みが行われていた。また、製材ラインの上流と下流において複数名

で作業する場合等においては、互いの作業状況（特に下流側の作業状況）が分か

るようにミラーを設置して状況把握ができるようにすることも行われていた。

熱中症に対する対策状況としては、多くの事業場で扇風機等が設置されている

ことや WBGT 計を設置して熱中症の注意喚起を行うなどの取り組みが行われて 

いた。 

これらの取り組みに関しては、容易に取り入れられるものから、事業場の敷地

面積等によっては容易に取り入れられない事例もあると考えられるものの、安

全対策を推進する上で参考となる事例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注：WBGT（湿球黒球温度）：Wet Bulb Globe Temperatureを意味しており、熱

中症が発生するリスクを把握できる指標。暑さ指数ともいわれる。湿度、

輻射熱、気温の 3つを取り入れた指標。 
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取り組み内容 参考写真 

注意喚起によるリスク

の存在の明確化・多言

語での注意喚起・緊急

停止ボタンを目立つよ

うにする工夫 

   

転倒・転落防止に向け

た対策 

（滑り止め、転落防止

柵） 

   

工場内の区画整理 

（資材置き場の明確

化） 

    

工場内の区画整理 

（歩行者通路の明確

化） 

  

作業者の負担軽減に向

けた取り組み 

（着座作業、リフター

の活用） 

  

熱中症対策に関わる取

り組み 

（扇風機の設置、WBGT

計の設置） 

    

図 2-14 工場内における安全対策事例 
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４ 安全診断・指導後における改善事例 

 安全診断および指導を行った後に、各事業場において対応できる不安全な状

況に対しては、改善活動が実施された。図 2-15 に、安全指導後における改善事

例を示す。個別規範に関わる改善取り組みとして、作業安全に向けた目標を策定

し、全体へ改めて周知する取り組みや、常に目に付く場所に作業安全に向けた方

針を掲示することにより意識付けを行う改善が行われた。 

また、不具合箇所に関しても速やかな措置が行われ、応急処置箇所の修理や保

護カバーの設置が実施された。いくつかの事業場においては、速やかな修繕がで

きないことから、当該機器の使用を中止する対応がとられている。注意喚起に関

しても、以前からあったものをピクトグラムや色彩などを工夫した視認性のよ

いものに改める改善がなされた。一部の事業場においては、作業手順書を外国人

作業者にも理解できるように、写真や母国語を用いたものに改める改善活動が

行われた。また、複数の事業場でヒヤリ・ハット報告様式を作成・運用する改善

が実施された。 

以上のような作業安全に向けた活動は、常に意識し続けて取り組むことを怠

らないことが重要となると考えられる。上記で取り上げた改善事例も参考にし

つつ、各事業場の作業内容や作業従事者の特性に合わせた、より一層の作業安全

に対する取り組みが製材工場における労働災害撲滅に向けて求められる。 

 最後に、今回の安全診断・指導を行ったことにより事業場側からの評価として、 

「安全を何よりも優先して実施してきたが、今回の点検を受けていままで気づ

かなかった点が見えて良かった。」や「第三者による点検は有意義である。」とい

った内容や「工場責任者として当然対応すべき内容であり、点検していただいて

良かった。」などの声があった。今回の調査によっても明らかとなったが、第三

者による点検は普段見落としてしまっている危険箇所を把握できる貴重な機会

になると考えられる。製材事業者間での相互点検などを行うことにより、より一

層の安全対策が進められると考えられる。 
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改善内容 参考写真 

基本方針や目標

の明示による安

全作業への意識

付け 
 

策定された基本方針の例     安全作業に関わる掲示物     

不具合箇所の修

繕 

      

巻き込まれ防止のカバー設置 

視認性のより注

意喚起の掲示 

   

ピクトグラムを用いた注意喚起 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危険内容を明確にした注意喚起 

作業手順書、ヒ

ヤリ・ハット報

告書の整備 

  

作業手順書の改善       ヒヤリハット報告書の作成・運用   

図 2-15 安全診断・指導後における改善取り組み例 
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第３章 検討委員会と今後の取組 

 

１ 検討委員会の開催 

 

 本事業では、労働安全の専門家、学識経験者等からなる検討委員会を設置し、

対象事業者の選定、ヒアリングの方法、事業報告会及び事業の取りまとめ等に

ついて、意見を聴取した。 

 

委員会での議事は以下のとおりである。 

   

第１回検討委員会 

１．日時：2022年（令和 4年）9月 3日（土）9:00～10:30 

２．場所：宮の郷木材事業協同組合 会議室（茨城県常陸大宮市） 

    ＊一部の委員及び林野庁はオンラインで出席した。 

３．議事：①事業の概要、②対象事業者選定の基準（案） 

③対象事業者ヒアリングの方法と内容（案）、④その他 

 

第２回検討委員会 

１．日時：2022年（令和 4年）9月 27日（火）9:00～10:00 

２．場所：宮の郷木材事業協同組合 会議室（茨城県常陸大宮市） 

    ＊一部の委員及び林野庁はオンラインで出席した。 

３．議事：①応募事業者の概要及び対象事業者の決定 

②対象事業者ヒアリング方法の決定、③その他 

 

第３回検討委員会 

１．日時：2022年（令和 4年）12月 8日（火）13:30～15:00 

２．場所：永田町ビル 4F大会議室（東京都千代田区永田町） 

    ＊一部の委員及び林野庁はオンラインで出席した。 

３．議事：①対象事業者ヒアリングの中間報告について 

②報告会(案)及び第 4回検討委員会(案)について 

③報告書(素案)について、④その他 

 

第４回検討委員会 

１．日時：2023年（令和 5年）2月 17日（金）15:45～16:30 

２．場所：AP虎ノ門 11F ルーム D（東京都港区西新橋） 

３．議事：①取りまとめ及び報告書(案)について、②その他 
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２ 木材産業事業者における効果的な取組 

 

  今回の事業では、11 社について安全診断・指導を実施し、その結果は前章

のとおりである。事業者による優良な事例も見られる一方で、改善の必要のあ

る箇所も見つかった。改善の必要がある不安全状態は、大きく分けて 5 つの

カテゴリーにまとめることが出来た。 

本事業の安全診断・指導を受けて既に改善に取り組んでいる事業者もあり、

今後の安全対策に向けて、次の取組は重要と考えられる。 

 

（１）作業安全に向けた基本の再確認 

基本的な安全対策（4Ｓの徹底やヒヤリ・ハット報告等）が取られてい

ないケースが見られたことから、基本事項の再確認を実施していく必要

がある。同時に、法令事項等についても再度周知していくことは有効と

考えられる。 

 

（２）定期的な危険箇所の把握とリスクアセスメントの実施 

リスクアセスメントの実施は安全対策として有効であるものの、実施

されていない事業所も多く、取組を広げていく必要がある。自らの事業

所は、日頃から見慣れているため危険箇所に気づかないことが多いため、

外部専門家等による第三者の確認は有効と考えられる。 

 

（３）危険情報の収集と共有  

 労働災害やヒヤリ・ハットについて、「いつ・どこで・どのようなこと

が起きたか」を記録して収集することは、安全対策を実施していく上で

重要だが、実施できていない事業所も多いため、簡単な様式のヒヤリ・

ハット報告書を作成して運用する必要がある。収集した危険情報や、実

施した安全対策を地域等で共有することはより有効と考えられる。 

 

これら安全対策は、基本的には事業者自らが取り組むべき事ではあるものの、

木材産業事業者の多くは中小企業であり、法令遵守以上の安全対策を実施して

いくためには資金面や人材面等の課題があるため、各種課題解決のためには、

都道府県等の地域レベルでの事業者へのバックアップも有効であると考えら

れる。 

また、安全対策を推進するためには、本事業の成果の普及も含め、安全に関

する普及啓発を積極的に行うとともに、地域レベルで安全の意識醸成を行うた

めの取組を推進し、個々の事業者への安全対策の定着を図っていくことが非常

に重要である。 
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このため、安全対策の推進に向けて、 

 ア 事業者自らの取組の推進 

  ・専門家等による安全診断の実施 

  ・安全意識の向上等に向けて必要な資料等の提供 

 イ 地域レベルでの取組の推進 

  ・安全意識の醸成に向けた研修会等の実施 

・地域で安全診断を実施するためのマニュアルの作成・提供 

等の支援措置を講じることが必要と考えられる。 

 

 なお、今回の事業は木材産業事業者の安全診断方法等が確立されていない中

で行われたことから、木材産業事業者のうち製材業者に絞って実施したが、労

働安全の取組は業界全体の課題であることを踏まえると、他の木材産業事業者

に関しても、同様の取組を進めることが強く望まれる。 
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